(様式5)

	＜この雛形契約を利用する際の留意事項＞

1. 頭書に相手方及び自らの名称を，署名欄に相手方及び自らの名称・住所等を記載してください．
2. 第１条に，委託業務の概要を記載してください．
3. 第２条の定めに従い，具体的な業務内容や業務日程，（もしあれば）成果物の内容等を記載した「計画書」をこの契約に添付してください．
4. 第２条に，契約金額と業務期間を記載してください．
5. 第８条に，契約金額の支払時期と支払回数を記載してください．


技術コンサルティング契約書
本契約は，　　　　　　　　　　＜相手方当事者の名称＞ （以下「甲」という）が技術的課題に対処するために，　　　　　　　　　　＜スーパーバイザーの氏名＞ （以下「乙」という)にコンサルティング業務を委託するにあたり，次の通り本契約を締結する．
第１条（コンサルティング業務の委託）
１．甲は，　　　　　　　　　　＜委託業務の概要＞に関するコンサルティング業務（以下「本業務」という）を第２条に定める要領により乙に委託し，乙はこれを受託する．
第２条（本契約の要領）
１．本契約の要領は次の各号のとおりとする．
(1)業務内容： 本契約添付の計画書（以下「計画書」という）のとおりとする．
(2)契約金額： 金   円（消費税別）

(3)業務期間： 2011年 月 日～ 2012年 月 日

第３条（本業務の実施）
１．乙は，本業務を計画書に従い，善良なる管理者の注意義務をもって適切かつ誠実に実施するものとする．
第４条（再委託）

１．乙は，甲の承諾なく本業務の全部または一部を第三者に再委託することはできない．
２．前項に基づき甲の承諾を得て乙が本業務を再委託した場合の再委託先の行為は，乙の行為とし，乙は本契約上の責任を免れない．
第５条（貸与品の管理）

１．甲は，本業務の実施に必要な情報を乙に開示するものとし，本業務の実施に必要な物品，資料等を乙に無償で貸与するものとする．
２．乙は善良なる管理者の注意をもって前項の開示情報および貸与品を保管管理し，本業務実施以外の目的に使用しないものとする．
第６条（報告および検査）

１．乙は，本業務を計画書のとおり完了するものとする．また，本業務の実施が成果物の作成を伴う場合には，甲乙別途協議のうえ定める条件で成果物を納入する．
２．甲は，前項に定める本業務完了後及び成果物（以下｢本業務の成果｣という）が納入されてから原則として２週間以内に検査を行い，その検査の結果を乙に通知するものとする．当該検査が２週間以内に行われない場合，乙による本業務または本業務の成果は甲の検査に合格したものとみなす．
３．乙は，前項の検査の結果、不備の指摘を受けた場合，速やかに本業務の成果に然るべき修正を施し改めて甲に納入するものとする．
第７条（本業務の変更）
1． 乙が乙の責に帰さない事由により第２条に定める業務期間内に本業務を完了し又は本業務の成果を納入できないときは，履行遅滞の責任を負うことなく乙は甲に対して本業務の期間延長を申し出ることができる．
2． 甲が本業務の内容を変更する場合には乙と協議の上書面にて変更内容を通知する．当該変更により，乙に追加の費用が生じた場合には甲は乙に対して当該追加費用を支払う．
第８条（支払）
１．甲は，次のとおり契約金額を乙に支払うものとする．
＜支払時期と支払回数（分割OR一括）を記載＞

２．甲は，本業務及び本業務の成果の検査合格月の翌月末日までに，乙の指定する銀行口座に前項の契約金額にその消費税を加えた金額を振り込むことにより支払うものとする．
３．本業務の実施のために乙において必要となる出張旅費，宿泊費等の諸経費は，経済的に合理的な範囲内の金額について，甲が負担する．
４．乙は，諸経費の請求がある場合にはその明細書を甲に送付し，甲は，経済的に合理的な範囲内にあるものとして承認する諸経費を，契約金額とともに支払うものとする．
第９条（契約解除）
１．甲または乙は，相手方がその責に帰すべき事由により本契約の条項のいずれかを履行しない場合は，相手方に相当の期間を定めて書面による催告を行い，なお履行がなされないときは，書面による通告をもって本契約を解除することができるものとする．
２．甲または乙は，相手方に次の各号に掲げる事由の一つが生じたときは､なんらの催告なしに直ちに本契約を解除することができるものとする．
(1)仮差押，仮処分，差押，競売，破産，民事再生手続開始，会社更生手続開始または特別清算開始の申立があったとき
(2)手形小切手の不渡りを出し，または手形交換所の取引停止処分を受けたとき
(3)公租公課の滞納処分を受けたとき
(4)支払を停止し，または債務の任意整理に着手したとき
(5)営業を停止し，または会社の解散事由が生じたとき
(6)前各号に準ずる事由が生じたとき
3． 乙の責に帰さない事由により本契約が解除されたときは，乙は甲に対して契約金額の全部または一部を請求することができるものとする．なお、請求金額は契約金額，業務の進捗状況・内容，乙の被った損害等を考慮しながら双方が協議のうえ決定するものとする．
第１０条（成果の取り扱い）
1． 本業務の成果に関する著作権は乙に帰属する．
2． 前項に関わらず，甲は本業務の成果を甲の社内で自由に使用できるものとする．但し、甲が本業務の成果について，乙の名を付して全部もしくはその一部を対外的に使用する場合は，事前に乙の了解を得るものとする．
3． 乙は，本業務の実施にあたって第三者の権利を侵害したり，営業秘密を不正に取得することのないよう注意を払うものとする．
第１１条（損害賠償）

１．本契約に違反して相手方に損害を与えた場合，甲及び乙はその損害を賠償する責を負うものとする．ただし，甲または乙が相手方に支払う損害賠償の総額は，第２条に定める契約金額を超えないものとする．
第１２条（契約期間）
１．本契約の有効期間は，契約締結の日から　　　　年間とする．
第１３条（守秘義務）
１．乙は，甲の書面による承諾なしに，第三者に甲に関する情報の開示及び漏洩，並びに本業務の成果の開示，漏洩，譲渡または貸与を行わないものとし，第２条に定める業務期間終了後も同様とする．但し，公知の事項および第三者から適法に取得した事項については，除くものとする．
２．甲は，乙の書面による承諾なしに，乙のコンサルティングの手法その他乙の業務上の一切のノウハウ・資料および乙に関する未公知の情報・資料を第三者に開示してはならない．
第１４条（不可抗力）
１．天災地変その他やむを得ない事由により本業務の実施が不能となったときは，甲乙協議のうえその措置を決定するものとする．
第１５条（合意管轄）
１．本契約に関する一切の訴訟については，　　　　　　　　　＜スーパーバイザーの居住地の地方裁判所を記入＞をもって唯一の管轄裁判所とする．
第１６条（協議）
１．本契約に定めのない事項および本契約に関し疑義が生じたときは，甲乙協議のうえ決定するものとする．
本契約締結の証として本書２通を作成し，記名捺印のうえ甲乙各１通を保有するものとする．
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